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(Kumamoto Earthquakes thrombosis and Embolism Protection project：
KEEPプロジェクト)（以下KEEP）が初めて組織化され、様々な職種が
協働して、深部静脈血栓症（deep vein thrombosis：DVT）エコー検診と
保健衛生活動を実施した。過去の災害後のDVT患者の高い発生率の報告
がある中で、DVT患者の臨床経過や十分な治療は明らかになっていない。
今回KEEPで下肢エコーを用いたDVTスクリーニング検査を実施したの
でその結果を報告する。
【方法】
熊本地震後に8ヶ月間で下肢エコーを用いて3203名の避難所や仮設住宅に
おけるDVTスクリーニング検査を実施した。その後、2.4.5.6.8ヶ月後にフォ
ローアップ検診を実施した。また、DVT陽性者に対しては5ヶ月後に電
話調査を実施した。検診に併せて、日赤職員が保健衛生活動を実施した。
【結果】
299名（9.3％）の血栓陽性者が存在した。震災後1ヶ月の2315名の被検者
からの解析によるとDVT陽性の予測因子として70歳以上、睡眠薬使用、
下腿浮腫、下腿表在静脈瘤が独立した予測因子として明らかになった。ま
た電話調査の結果3名の入院患者が存在したが死亡者はいなかった。
【まとめ】
KEEPでは2017年5月まではフォローアップ検診を実施し、データを解
析中である。日赤としてはKEEPの結果を踏まえて、災害急性期からの
DVT対応について議論をすべきである。少なくとも、今回日赤救護班が
実施した避難所での保健衛生活動は、今後の災害でも重要な活動となりえ
る。そのためにも救護訓練は保健衛生活動の視点をいれて実施されるべき
である。検診の継続が必要と考える。
東日本大震災後のDVT検診活動
石巻赤十字病院検査部生理検査課、社会課2)、呼吸器外科3)
深澤　昌子1）、木村富貴子1）、岩　　薫子1）、
田村八重子1）、菅生　尚子1）、遠藤　杏奈1）、
八鍬佳奈江1）、千田亜沙美1）、佐原　　彩1）、
阿部香代子1）、佐藤　克廣2）、植田　信策3）
【はじめに】2004年の新潟県中越地震で肺血栓塞栓症による死亡
例が報道され、その原因となる深部静脈血栓症（DVT）が下肢
エコー検査受診者の35％に認められたと報告された。この事実
から、東日本大震災被災地にある石巻赤十字病院は、静脈血栓
塞栓症重症例の検出と軽症例の重症化予防を目的に、下肢静脈
エコー検診を開始した。【対象と方法】検査技師、医師、看護助
手からなる検診チームはポータブルエコー５台を入手し、震災2
週間後に石巻市内の避難所で活動を開始した。津波被害の大き
かった石巻市には、250ヵ所を越える避難所が開設されていた。
このうち、被災者が密集している避難所では特にDVTのリスク
が高いと推測した。検診チームは避難所となった小学校の教室
を巡回し、ハイリスク者（①日中臥床、②下肢の負傷、③麻痺、
④脱水症疑い、などを認める被災者）に下肢静脈エコー検査を
行なった。【結果】３月中に検診を行なった３ヵ所での平均DVT
陽性率は45.6％に達した。昨年度までに、避難所32ヵ所、仮設
住宅53ヵ所、被災地の公民館等16ヵ所、復興住宅2ヵ所、及び
市主催の健康イベント５回と当院講堂での１回を含め計109回、
4392名（いずれも延べ数）に検診を行った。また、津波被害のあっ
た宮城県南部や岩手県三陸沿岸部、福島県沿岸部などでも計
59ヵ所、1761名に検診を行なった（他の検診チームとの合同検
診）。【結語】被災地では、災害後中長期になってもDVTのリス
クが低くならないことから、市役所保健師や理学療法士、健康
運動指導士らと協働した生活不活発病予防事業としてのエコー
検診の継続が必要と考える。
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